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第 16章　 フィリピン・ドゥテルテ政権の「国家安全保障」観と
対中・対米関係

伊藤　裕子

はじめに
本論文は、「『自由で開かれた国際秩序』の強靭性―米国、中国、欧州をめぐる情勢とそ
のインパクト」サブ・プロジェクトⅡ「諸外国の対中認識の動向と国際秩序の趨勢」（中国
研究会・チーム B）3年目の報告書である。2017年度にはフィリピンの対外関係を概観し
て新たに登場したドゥテルテ政権とそれまでのフィリピン各政権との相違を論じ、2018年
度報告書ではドゥテルテ政権と中国との経済関係の深化の経緯とその背景にあるフィリピ
ンの安全保障観を分析した。最終年度の本報告書では、過去 2年間の報告を踏まえたうえで、
中比経済関係の現状についての情報を加え、昨年以降のさらなる中比・比米関係の進展と
フィリピン世論について検討する。それらをとおしてフィリピンのドゥテルテ政権と国民
それぞれの対中認識を論ずる。

1．フィリピンをめぐる安全保障環境の概観－ドゥテルテ政権発足前まで

（1）対米関係
1946年の独立以降、70余年にわたってフィリピンの対外防衛を担ってきたのは元宗主国
であり同盟国のアメリカ合衆国である。冷戦期には駐軍協定である 1947年比米軍事基地協
定と同盟条約である比米相互防衛条約（1951年）が両輪となりアメリカのフィリピンへの
軍事的プレゼンスを担ってきた。冷戦終結直後の 1991年には基地協定が解消され米軍基
地が撤去されたものの、ポスト冷戦期にはフィリピン国内の反政府勢力の増大や地域紛争
の多発、そして南シナ海での中国の脅威の増大といった状況が進み、フィリピンは再度ア
メリカに安全保障上の支援を求めた。その結果、フィデル・ラモス（Fidel Ramos）政権下
の 1998年に米軍のフィリピンへの訪問と滞在を認める「訪問米軍に関する協定」（Visiting 
Forces Agreement、以下 VFAと記す）が比米両政府間で締結され翌年批准されたが、その
背景にあったのは、フィリピン政府と議会の側の自衛能力の欠如と脆弱な経済力への危機
感とアメリカの介入への期待であった 1。この VFAの締結により、「バリカタン」（Balikatan：
“shoulder-to-shoulder”の意）をはじめとする各種の比米合同軍事演習が毎年実施されていく
ようになった。とくに 2001年以降は合同軍事演習の名目でフィリピン国内の反政府組織掃
討作戦が行われているほか、インフラ整備や人道目的の支援まで含めた包括的な軍事経済
援助が実施されている 2。
こうした緊密な比米軍事関係をさらに強化したのは、ベニグノ・アキノ 3世大統領

（Benigno Aquino Ⅲ、在任 2010～ 2016）であった。もともと親米派の政治家であった彼
が大統領に就任したころからフィリピン政府は中国に対する脅威感を高め、アメリカのオ
バマ政権から支援の約束を取り付けて 2012年にはパラワン州近海での合同軍事演習を開
始したほか、2014年には VFAを強化する目的で「防衛協力強化協定」（Enhanced Defense 
Cooperation Agreement, 以下 EDCAと記す）を米比間で締結した。これにより米軍によるフィ
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リピン国軍基地の使用や施設建設、防衛・人道支援が可能になった 3。

（2）近年の南シナ海をめぐる中比関係（アキノ三世政権まで）
このような比米軍事関係の強化の背景にあったのは、南シナ海への中国進出と中比間の
領有権争いである。この領有権問題は以前から存在していたが冷戦終結後にさらに激化の
様相を呈している。とくに 1994-95年にフィリピンが実効支配していた南沙諸島（英語名「ス
プラトリー諸島」、うちフィリピンが領有権を主張する海域はフィリピンで「カラヤーン
群島」と呼ばれる）のミスチーフ礁への中国による建造物建設や、中沙諸島スカボロー礁
海域での軍事行動は、フィリピンの対中脅威認識を著しく高めた。こうした中国の動きに
対してフィリピンは、1994年発効の「国連海洋法条約」（UNCLOS）の定義に基づいて約
7100の島々からなるフィリピン群島を 101の基線によってなるものと定め、南シナ海（フィ
リピン名：西フィリピン海）パラワン島西方の南沙諸島および西沙諸島のスカボロー礁を
フィリピン群島の基線外に置いた（2009年群島基線改正法）。そしてこれらの島嶼をそれ
自体が領海を持たない岩と見なしつつも、自国領土でありフィリピンの EEZ（排他的経済
水域）にあると宣言した 4。これは国際法に則って国境および EEZを画定しようとするフィ
リピン政府の意図であった。　　
しかしこの頃から中国の南シナ海での活動はさらに活発化した。南沙諸島近辺における
中国艦船によるフィリピンの資源探査活動の妨害、フィリピン EEZ海域での軍事基地・灯
台等の建設活動といった軍事行動がさらに拡大して国際的な緊張が高まった。これに対し
てアメリカのオバマ政権の対応は慎重であったといえる。合同軍事演習などは行うものの
中国への直接的な批判や行動の点では抑制的であり、定期的な「航行の自由」作戦（Operation 
Freedom of Navigation, 以下 FONと記す）が行われるようになったのは、2015年 9月になっ
てからであった 5。
南シナ海での中国の軍拡に対して、フィリピンは ASEANその他国際会議で批判を展開
し、また論争地域において国旗を掲揚するなどの手段をとった。しかし逆に中国のさらな
る軍事行動を招いたため、2013年 1月、軍事力で中国に対抗できないフィリピンは国際法
に訴えるという手段に出た。国連海洋法条約（海洋法に関する国際連合条約、UNCLOS、
以下海洋法条約と記す）第 15部に基づき中国を提訴したのである。フィリピンの主張は主
に以下の 5点である 6。

① 中国は、海洋法条約が定める範囲を超えて、中国が主張するところの海域・海底・
および基層土に関する「歴史的権利」を行使する権原を持たない。

② 中国が「歴史的権利」を持つと主張する範囲を示すとされる「九段線」には、国際
法上の根拠はない。

③ 中国が領有権を主張する南シナ海の島嶼は、海洋法条約が定義するところの「岩」「低
潮高地」「暗礁」であって EEZや大陸棚の権原をもつ「島」ではなく、いずれの国
もこれらの島嶼に対して主権を行使することはできない。中国の南沙諸島における
大規模な建造物構築活動によっても、これらの島嶼の本来の性格を合法的に変更す
ることはできない。

④ 中国はこれらの島嶼におけるフィリピンの領有権と管轄権を侵害し、海洋法条約に
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違反している。
⑤ 中国は海洋法条約を侵害し、南シナ海海域の環境を破壊した。

これを受けて同条約附属書Ⅶの下で設立された仲裁裁判所で審理が行われたが、裁定が
下るまでの 2013年から 2016年の間も、中国側はフィリピンの提訴に強く抗議してたびた
び南沙諸島海域に中国漁船・監視船を使った領海侵入・フィリピン漁船およびフィリピン
海軍への威嚇・放水を続けたほか、複数の岩礁で埋め立て工事を行った。とくに上述のス
カボロー礁に加えて南沙諸島のミスチーフ礁、スービ礁、ファイアリー・クロス礁（以上ビッ
グスリーと呼ばれることが多い）などへの軍事施設の建設は、中国に対する国際的な脅威
認識を高めた。さらにアメリカ合衆国もこれに反応し、比米間で EDCAが締結された結果、
スカボロー礁やパラワン島周辺での比米合同軍事演習がさらに活発化し、オーストラリア
や日本も含めた合同軍事演習も実施されるなど、この地域での緊張が高まった 7。

2016年 7月 12日に下った南シナ海仲裁裁定は、中国が主張する南シナ海における「歴
史的な権利」には法的根拠がないと断じ、南沙諸島におけるフィリピンの主張を全面的に
認めるものであった 8。その概略は以下のとおりである。

① 中国の「九段線」に囲まれた南シナ海の海域に関する主権の主張は無効である。
② 以下の岩礁は EEZと大陸棚に対する権限を生じさせない。
 スカボロー礁、ミスチーフ礁、セカンド・トーマス礁、スービ礁、ガヴェン礁、マッ
ケナン礁（ヒューズ礁を含む）、ジョンソン礁、カルテロン礁、ファイアリー・ク
ロス礁

③ 海洋法条約に対する中国の違法行為を認める。

これは南シナ海問題において国際法に準拠して論理的な主張を展開したアキノ政権の外
交的勝利であった。しかし中国はこれに反発、仲裁裁判所の裁定を無視してフィリピンに
二国間協議を呼びかけた。この後、フィリピン外交は前月に就任したロドリゴ・ドゥテル
テ新大統領に託されていくことになった。

2．ロドリゴ・ドゥテルテ大統領の登場と中比関係の変化

（1）ドゥテルテ大統領の登場
ドゥテルテ大統領の政策を論ずる前に、彼自身の経歴について少し触れておく。2016年

5月のフィリピン大統領選挙で大統領に選出されたロドリゴ・ロア・ドゥテルテは、伝統
的に富裕エリートファミリー出身の政治家が寡頭政治を行ってきたフィリピン国政におい
ては異色の政治家である。レイテ島のヴィサヤ民族出身の彼は大学時代に彼の出自を嘲っ
た相手を銃殺した犯罪歴を持ち、のちに共産党の創始者となるホセ・マリア・シソン教授
に大きな影響を受けた。こうした経歴ゆえに彼はアメリカへの入国ヴィザを何度か拒否さ
れたことがある。また彼が幼少時から長年住んだミンダナオ島は、植民地時代からイスラー
ム系住民が差別や弾圧を受け、あるいはルソン島からの移住民によって土地を奪われるな
ど、マニラの中央政府や宗主国のアメリカから抑圧された歴史を持つ。それゆえミンダナ
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オ島住民の間には、反中央・反米の意識が強く残る。このようなミンダナオ島に幼少期か
ら長年住んだ経験も彼の反米感情を育成したと思われる。ドゥテルテはミンダナオ島のダ
バオ市長時代に治安回復目的で強権政治を行うと同時に、マニラ中心主義的な歴史教育か
ら脱却してミンダナオの視点で語られた歴史教育を行い、共産党系やイスラーム系反政府
勢力との対話も推進したが、それは彼の反米感情の裏返しでもあった 9。
選挙戦中から歯に衣着せぬ対米批判を重ねてきたドゥテルテは、6月 30日の大統領就任
後にはさらに過激な反米的言動を繰り返し、世界の注目を浴びた。大統領就任直後から開
始された「麻薬撲滅作戦」での警官による非人道的な逮捕や殺人が国際的に問題視され、
アメリカをはじめ国連やローマ法王からも非難を浴びると、ドゥテルテはアメリカからの
内政介入に反発して「独立国」の首長として尊重されることを要求した。そしてオバマ大
統領に対しても「売春婦の息子」「呪ってやる」「地獄に落ちろ」などと暴言を吐き、VFA
や EDCAの破棄をちらつかせて米軍の撤収を迫るなど、傍若無人ぶりを見せ、比米関係は
一時冷え込んだ 10。
フィリピンの一般大衆の間ではアメリカに対する親近感・信頼感は高く、また国防長官
や外務長官らの閣僚らは比米間の「強固な同盟関係」を強調しており、このような大統領
の発言がそのままフィリピンの対米認識を示すものではない。しかしフィリピン国民の親
米感情の裏には過去の植民地支配とその後も引き続くアメリカの軍事的プレゼンスに対す
る反発が存在することも確かであり、ドゥテルテ大統領のアメリカに対する自由奔放な発
言が一般市民の間で共感を呼ぶこともまた事実である。

（2）ドゥテルテ政権の南シナ海政策　
さて、南シナ海領有権問題に関しても、ドゥテルテ大統領は前任者のアキノ大統領の政
策から大きく舵を切った。フィリピンは軍事経済力では中国に全く太刀打ちできないため、
アキノ政権時には国際法と国際社会を味方につけアメリカのさらなる軍事的コミットメン
トを獲得することを政策の根幹とした。しかしドゥテルテ政権への交代後はむしろ、中国
との関係改善をはかることでフィリピンの安全を確保し領土問題での緊張を緩和すること
を追求するようになっている。ドゥテルテ大統領は、国内向けの発言や国際会議などの公
的な場においては「フィリピンだけでなく東南アジアのすべての諸国が仲裁裁定を支持し
ている」11などと述べてフィリピンの原則的立場を強調することが多い。しかし他方で、
裁定を嫌った中国が二国間協議を要請すると、大統領就任直後のドゥテルテはこれにも積
極的に反応した。そしてラモス元大統領を特使として 2016年 8月に中国側要人と接触させ、
同 10月には大統領自らも中国を訪問して総額 240億ドルの経済協力と投資の約束をとりつ
けたほか、中比関係全般を改善する内容の共同声明を発表した 12。
この 2016年の中比共同声明において、両国は平和的な紛争解決の理念を確認し、フィリ
ピンは「一つの中国」政策に同意し中国はフィリピンの「麻薬戦争」に理解を示した。さ
らに両国間の投資や貿易など経済面での相互協力、ならびに災害支援を含めた防衛協力も
約束された。また南シナ海問題については、1982年国連海洋法や ASEAN「南シナ海行動
宣言」（DOC）13に基づいて平和的に解決するという原則論が謳われたものの、2016年 7
月の南シナ海仲裁裁定には一切触れなかった 14。こうしたドゥテルテ大統領の対中融和の
姿勢は、南シナ海仲裁裁定からの「後退」であると批判を受けた。しかし、今まで中国漁
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船や軍艦に妨害されていたフィリピン側の漁業活動が、この首脳会談以降に平和的に再開
されるなど、フィリピン側にもメリットがあったことも事実である 15。これ以降ドゥテル
テ大統領は、「中国と戦争はできない」「アメリカは南シナ海問題で動こうとしない」など
と繰り返し述べ、軍事的に中国に対抗することが実質的に不可能であるとの立場から明確
に対中関係の改善を進めるようになった 16。この後さらに中国による南シナ海での軍事拠
点建設の進展が明らかになっても 17、ドゥテルテ政権側は「フィリピンにはどうしようも
ない」（ペルフェクト・ヤサイ外務長官）18と述べるなど、弱小国として中国の軍拡には対
処できないという諦めの反応を示した。
興味深いことに、フィリピンの政権交代にともなう対中姿勢の変化の背景には、米中両
国からの働きかけが存在した。ドゥテルテ政権発足直後であった 2016年 7月の仲裁裁定
の公表前日、アメリカのアシュトン・カーター国防長官はヤサイ外務長官に裁定の内容を
事前に知らせるとともに、中国を刺激しないようフィリピンに自制的な反応を求めたとい
う。それを受けてフィリピン閣議は抑制的な対中外交を行うことを決定し、ASEAN諸国
に対しても COC交渉で「騒がないように」と要請したという 19。さらにドゥテルテ大統領
も 2016年 10月の訪中時の習近平主席との会談で南シナ海における領有権を強硬に主張し、
フィリピンが資源に乏しいことを訴えたが、習主席は「それでは戦争になる」と反論し、
逆に援助を申し出たという 20。もちろん、こうした両国からの圧力に加えて、ドゥテルテ
大統領自身の対米不信も大きく作用していよう。彼は地政学的理由のほかにアメリカの南
シナ海問題への対応の鈍さに対する不満を対中接近の要因として挙げ、「フィリピンが領有
権を主張して中国が戦争を決意したらアメリカはフィリピンを防衛できない」「中国の南シ
ナ海での埋立・建設活動に対して（唯一それを止められる）アメリカは第 7艦隊の派遣す
らしない」として、比米同盟に対する不信感も露わにした。そして欧米が中国の行動を放
任するなかでフィリピンが中国と対決するのは不可能と断じ、アメリカが高額な F16戦闘
機の売却をフィリピンに打診すると、状況を理解しない「無意味な」申し入れであるとし
て切り捨てた 21。

（3）中比経済関係の進展
このようなフィリピン政府の中国に対する融和的姿勢の背景には、近年急速に深まりつ
つある中国との経済関係がある。フィリピンにとってアメリカとの関係が切り離せないの
と同様、フィリピンにおける中国の経済的プレゼンスも極めて大きなものになりつつある
のである。フィリピン独立後、長年日米が他を圧倒してフィリピンの対外貿易の 1位、2
位を占めてきたが、2000年代半ば頃から中国が貿易相手国として台頭し始め、2010年以降
は中比貿易額とその割合が共に加速度的に大きくなっている（図 1、図 2）22。かつて「ア
ジアの病人」と言われたフィリピン経済は 2010年以降のアキノ政権下で好調に転じたが、
この時期は中国の経済拡大が急速に進んだ時期とも重なる。フィリピンの輸入相手国とし
ては 2013年には中国が日米を抜いて 1位となり、輸出相手国としても 2010年以降日米に
次ぐようになった。南シナ海問題での仲裁審理中に外交関係が緊張したのとは裏腹に、中
比経済関係は一層深化の道をたどりつつあったのである。
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3．フィリピン『国家安全保障戦略 2018』とフィリピンの「国益」
しかし単に中比間の貿易量の増大のみを指摘するだけではドゥテルテ大統領の対中接近
政策の説明としては不十分である。本節では、フィリピンの政治経済社会状況を背景とし
たドゥテルテ政権の安全保障観と国益認識を詳らかにし、政権がいかなる国家建設を目指
してどのような対中関係を求めているのかを検討したい。そこでまずアキノ政権の 6年
間の政策目標文書『国家安全保障政策 2011-2016』（National Security Policy 2011-2016, 以下
NSP 2011-2016と記す）とドゥテルテ政権の同文書『国家安全保障政策 2017-2022』（National 
Security Policy 2017-2022, 以下 NSP 2017-2022と記す）を簡単に比較したうえで、2018年に
フィリピンで史上初めて策定された『国家安全保障戦略 2018』（National Security Strategy 
2018, 以下 NSS 2018と記す）を詳しく見ていく。

（1）『国家安全保障政策 2017-2022』
2017年 4月、ドゥテルテ政権は安全保障面での政策目標や現状分析を盛り込んだ NSP 

2017-2022 23を発表した。この文書はスタイルや扱う分野に関してはアキノ前政権が史上初
めて発表した NSP 2011-2016 24と一見酷似するが、詳細に比較すると両者の間には 2011年
から 2017年までの国際環境の変化と政権による力点の置き方の差異が表れている。アキノ
政権が「国家安全保障」を定義する要因として、①社会的政治的安定、②領土保全、③経
済的連帯、④環境保護とのバランス、⑤文化的結合、⑥道徳的精神的コンセンサス、⑦平
和と調和、の 7点を列挙したのに対し、ドゥテルテ政権はまず第一に①公共の安全および
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法と秩序と正義の維持、を掲げ、そのあとに②社会的政治的安定、③経済的連帯と持続可
能な開発、④領土保全、を列挙する。さらに⑤環境保護とのバランス、⑥文化的結合、⑦
道徳的精神的コンセンサス、そして⑧国際的な平和と協力、が列挙されている。本文での
論旨展開をみても、NSP 2011-2016がまず中国の台頭と地政学的国際情勢の変化や南シナ海
問題、大量破壊兵器といった国際環境をフィリピン安全保障上の課題として重視し論じて
いるのに対し、NSP 2017-2022では対外環境よりもまず国内問題の解決や改善が最初に延々
と論じられ、国際関係上の脅威については後から語られており、力点の置き方がかなりシ
フトしている 25。
そしてドゥテルテ政権ではフィリピンの国家と国民にとっての国家安全保障を「国民の
福祉と幸福と生活様式、政府とその制度の在り方、領土保全、主権国家としての尊厳、お
よび本質的な価値観が守られ拡充されていくこと」と定義し、伝統的な意味での対外的防
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衛と国内治安維持のみならず、経済的繁栄や国民の福祉の充実等、国民生活のさらなる充
実が「国家安全保障」にとっても必要不可欠との立場をアキノ政権以上に明確に打ち出し
ている。対外関係を論じた項目では、アメリカを「唯一の超大国」であり「フィリピンの
唯一の同盟国」「アジア太平洋地域における安定勢力」と見なしている点では従来と変わな
い。また 2011以降の 6年間でさらに軍事的経済的に台頭した中国に対しては、フィリピン
だけでなく ASEAN諸国や日本の懸念の対象となっていることも論じられてはいる。しか
し全体としては国内安全保障問題のほうに優先度が高くおかれ、国際環境についてはあと
から付け足されているという印象が否めない 26。

NSP 2017-2022の発表と同時期に大統領や側近自身から発表された外交政策のほうが、長
期間の準備を経て発表された政策文書よりもドゥテルテ色の強いものとなっている。2017
年 4月、ドゥテルテ大統領は「自立した外交政策を模索する」と発表したが、それはシフ
トしつつあるアジア太平洋地域でのパワーバランスの中で、「中国とよりよい関係を構築し
ていく」ことであるという 27。こうした対中接近色の強い政策は、さらに 1年後発表され
た政策文書に如実に表れることになった。

（2）『国家安全保障戦略 2018』をとおして見るフィリピンの「国益」
2018年5月、ドゥテルテ政権はフィリピン史上初めての『国家安全保障戦略2018』（National 

Security Strategy 2018,以下 NSS 2018と記す）を策定し発表した。全 7章 75ページと要約 5
ページからなるこの文書は、前年の NSP 2017-2022を踏襲しさらに改訂したうえで、「国民
生活全般の向上による国家の繁栄と安定を図」り、「安全で平和的で近代的で繁栄したフィ
リピン」を建設するのに必要な詳細かつ具体的な項目を列挙したものであるる 28。
この文書ではまず、国家安全保障に不可欠な要素として、政治経済社会的なガバナンス
の向上が掲げられ、さらに南シナ海をはじめとするアジア太平洋における緊張状態に対し
ても、「独立以来初めてフィリピン自らが考える必要性に迫られている」と警告する（下線
部筆者）29。対外的防衛について常にアメリカへの依存を前提としてきたフィリピンの政
策文書でこのような表現が使われたのは初めてではなかろうか。

NSS 2018で定義された「国家安全保障」は前年の NSP2017-2022のそれとほぼ同じであ
るが、NSS 2018の特徴はこれらの国家安全保障や国益をどのように追求すべきかについて、
「国家安全保障アジェンダ」12カ条のもとでそれぞれの行動計画が 5～ 30項目、計 109項
目にわたりが列挙されていることである（詳細なリストは注を参照されたい）30。第 1条では、
まず第一にテロ組織や反政府勢力対策としてフィリピン国軍と警察力の強化と国民の不満
解消が掲げられ、そのためのガバナンス向上や反乱地域へのインフラ整備、教育の向上、
人権保護、およびこれらに関する必要な対応策などが掲げられている。第 2条と第 4条で
は健康・食料・麻薬対策など、「ベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN）」に関する状況
の改善が謳われ、第 3条ではあらゆるセクターが協力して持続可能な経済発展を進める必
要性が、第 7条では貧困削減と繁栄の確保と同時に環境保護や教育問題が列挙され、関連
して第 8条ではエネルギー安全保障、第 12条では交通網の必要性が説かれる。これらはい
ずれも国内の政治的社会的安定と経済発展や民生の向上を目指すものだが、いずれもフィ
リピン単独で実現できるものではなく、諸外国からの援助に依存する部分も大きい。また
こうした社会発展にはムスリムや先住民も含めてフィリピン独自の多様な伝統文化を尊重
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する必要性が重視され、自尊心の醸成が謳われている（第 6条）ことも、歴史認識におけ
る変化をもたらすものとして注目されよう。
いわゆる国防という意味での伝統的な対外的安全保障策が語られるのは、第 5条、第 9条、
第 10条においてである。第 5条では脆弱なフィリピン国軍の強化の必要性とそのための友
好国軍隊との関係強化が謳われる一方で、海洋の平和維持のための多国間アプローチの必
要性と法の支配を強化するための様々なレベルでの国際レジームの構築の必要性が語られ
ている。第 9条では具体的に領海と領空の保全のために必要な国防措置と関係省庁の連携
の必要性、第 10条では単に「同盟関係・戦略的パートナーシップの強化」だけでなく「す
べての国々との友好協力関係」や「国家的展望を実現するための安全保障・軍事・社会経
済外交の拡大」が模索されている。さらに第 11条ではサイバーセキュリティの強化の必要
性も掲げられている 31。
つまりのこの広範かつ包括的な NSS 2018の最大の特徴は、「国家安全保障」とは何より
もまず国内の平和と安定と繁栄であり、国家としてのフィリピンが目指すべき姿を打ち出
してあらゆるセクターへの努力と協力を呼び掛けていることであろう。しかも単なるス
ローガンに終わらず、これらの課題解決のためにどの部署がどのような対策をとるべきか
等、極めて具体的な施策までが盛り込まれている。対外的安全保障に関しては特定の国名
への言及はなく、むしろ新たな国際環境とフィリピン自身のニーズに合わせた新たな対外
関係を独自に構築していく必要性が示唆されている。
南シナ海問題をこのような国家安全保障戦略のなかに置いてみると、「カラヤーン群島」
その他の領有権を主張して中国の軍事的プレゼンスの排除を目指すことは、フィリピンに
とってかならずしも最優先課題とはいえず、そもそも不可能に近い。むしろ領海問題のみ
にとらわれず、NSS 2018に示されたフィリピンの「国益」の実現にむけて、より包括的な
対中関係をフィリピン政府として模索する必要があったのである。そしてそれは具体的に
は以下に見るようにドゥテルテ政権の国内開発政策と深く結びついている。

4．ドゥテルテ大統領の国内開発計画と中国
以上のような国家安全保障政策に基づいてドゥテルテ政権が力を入れたのは、まずは国
内治安対策としての「麻薬撲滅戦争」や政府の腐敗防止、反政府組織対策である。特に麻
薬取締では 2016年 6月 30日の大統領就任以降 2018年 11月 30日までに、容疑者のうち
5050人が殺害され逮捕者は 16万人超に上る 32。そのほかにも政敵に対する不当な批判やミ
ンダナオへの戒厳令発令など、その非人道性は国際的に非難されるところである。しかし
ドゥテルテ大統領はそうした非難に対しては、フィリピンの国内事情を知らない者の言い
分であるとして強烈な反発を示す。当時のアメリカのオバマ政権からの批判に対してドゥ
テルテ大統領は度重なる暴言を繰り返して反発し、比米関係の冷却化をもたらした。また
2018年 2月 8日に国際刑事裁判所（ICC）でドゥテルテ大統領就任以降の人権侵害状況の
予備調査開始が発表されると、ドゥテルテ大統領は翌月 17日に ICCからの脱退を表明し、
1年後の 2019年 3月 17日に正式に脱退した 33。このようなドゥテルテ政権下の人権状況
は国内から反発が上がる半面、治安維持や国内安定に寄与しているという一定の評価もあ
る（詳細は世論調査の項目で述べる）。
そして政権のもう一つの大きな柱は、国内の近代化と繁栄を促進し雇用を創出するため
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の政策「Build, Build, Build計画」（以下「BBB計画」と記す）である。2012年以降現在ま
でフィリピンでは 6～ 7パーセント程度の高成長率が維持される一方で失業率も 5.5パー
セント前後から下がらず、特に若者の失業率が 13～ 15パーセントと高く 34、GDPのかな
りの部分を海外出稼ぎ労働者（Overseas Filipino Workers, OFW）の送金が占める。国内の貧
困率も 2015年時点で 21%に達し、特にレイテ島、サマール島やミンダナオ島では貧困率
が平均して 4～ 5割前後に達する自治体もある 35。ミンダナオを元々の政治基盤としてき
たドゥテルテ大統領にとっては地方における貧困状況の改善は最優先課題の一つである。
以下、BBB計画を概観したのち、フィリピンの国内開発における中国のプレゼンス変化を
検討する。

（1）Build, Build, Build計画と中国
ドゥテルテ政権が打ち出した BBB計画は、国家経済開発庁（NEDA）のもとで各省庁が
共同して次の 10年間に進めるべき公共事業プロジェクトの総称であり、総額 1800億米ド
ルに上る大計画である。それらはおもに以下の 3省庁の管轄下に分類される 36。

① 公共事業道路省（DPWH）24件
 マニラ首都圏と地方都市を結ぶ高速道路建設および貧困地域のヴィサヤ・ミンダナ
オの道路橋梁建設の推進等

② 運輸省（DOT）31件
 マニラ首都圏の地下鉄およびルソン島南北長距離通勤列車建設、ミンダナオ鉄道建
設、各島空港整備等

③ 基地転換開発公社（BCDA）
 クラーク空軍基地跡地における国際空港整備・AIビジネスパーク「ニュー・クラー
ク・シティ」の建設・周辺地域鉄道網整備、およびボニファシオ基地跡地へのグロー
バル・シティ計画の継続、スービック湾へのフリーポート建設計画

こうしたインフラ整備は当然ながらフィリピン財政のみでは賄いきれないため、多くの
外国資本に依存せざるを得ない。フィリピンへの政府開発援助（ODA）提供国では日本が
長年一位を占めてきており、2017年までは中国の対フィリピン ODAの割合は上位 10か国
にも入らず決して大きくはない（図 3、コミットメントベース）37。NEDAによれば、2017
年にフィリピンが受け取った ODA総額のうち日本が 36パーセント、世界銀行が 20.8パー
セント、アジア開発銀行が 20.08パーセントを占める一方、中国の割合はわずか 0.43パー
セントである 38。ドゥテルテ大統領就任後 2年近くが経過した 2018年 6月時点でも、ODA
総額のうち日本が 40.3パーセント、世界銀行とアジア開発銀行がそれぞれ 20.6パーセント
と 17.7パーセントを占め、中国の割合は依然として 0.8パーセントであるという 39。さら
に中国の直接投資額を見ると、年度によって振れ幅が大きいものの 2017年度までは輸出入
のような順調な右肩上がりの増大はしておらず、2017年度の ODA受入れ総額のうち中国
は 2.2パーセントと、決して大きな比重を占めるものではなかった（表 1）40。
しかし 2018年度後半にはフィリピンへの ODAと直接投資額に大きな変化が生じた。

2018年度上半期までわずかだった中国からの ODAは、2018年度全体でみると急激に増加
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している。ODAのうち継続事業の部門では日本の占める割合が 9割以上と圧倒的に大きい
が、新規事業部門では中国の ODA額が急に首位に台頭しているのである（表 2）。
さらに中国のフィリピンへの直接投資額も 2018年には前年の 20倍を超える約 507億ペ
ソへと激増して全体の 28.3%を占め、前年 1，2位だったシンガポールと日本を超えて突
出して首位となった（表 1）。そのうち 480億ペソは第 4四半期に行われた投資であり 43、

表1　フィリピンへの諸外国・地域からの直接投資　2009～2018年 41（単位 :100万ペソ）
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2018年 11月の中比首脳会談と合意文書（中比共同宣言とMOU）の効果が絶大であったこ
とが明らかである。以下にその内容を見ていく。

（2）2018年 11月中比共同宣言とMOU
2018年 11月 20日から 21日にかけて中国の習近平主席がフィリピンを訪問し、ドゥテ
ルテ大統領とともに全 31段落からなる「中比共同宣言」を発表した。以下概要を列挙する。

2018年 11月 21日中比共同宣言 44

1． 両国の今後の友好関係と発展のための信頼関係醸成と包括的戦略的協力関係の構
築。

2． 経済開発・軍事両面における協力関係の構築・MOUの作成。
3. フィリピンの麻薬戦争、対テロ戦争、超国家犯罪に対する政策を中国は理解し協力
する。

4. 中比両国間の今後の貿易と経済協力を推進する。6カ年貿易経済開発協力。
5. 工業団地開発・灌漑・ダム建設・橋梁建設・道路建設・鉄道建設など各方面でのイ
ンフラ開発協力、科学技術および情報通信技術面での協力、農業協力、人民元によ

表2　フィリピン国家経済開発庁（NEDA）2018年度認可プロジェクト（新規および継続）42
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る借款、フィリピン国内における中国国際銀行の創設。
6． フィリピンでの観光業開発協力と人的交流の促進、ダバオ中国総領事館の開設、教
育文化交流。

7． 「南シナ海」についての紛争が両国関係のすべてでないことを相互に認識し、両国
の相互利益を重視し、国際法の原則に基づき平和的友好的に解決する。「南シナ海
における関係国の行動宣言」（DOC）に基づく行動を維持し、ASEAN行動規範（COC）
策定のための交渉の推進。多国間自由貿易・多国間枠組みのなかでの協力醸成。

8. 海洋における石油ガス田の共同開発。
9. 2019年 4月北京での「第 2回一帯一路フォーラム」へのフィリピン参加。

つまりあらゆる面での中比友好協力関係の発展と深化を目指し、特に中国がフィリピン
の経済開発に対して全面的に支援する姿勢を示している。フィリピンが国際社会から人権
侵害を指摘されている麻薬撲滅作戦その他の問題に対しても中国が理解を示し、南シナ海
問題に関しても「国際法の原則の遵守」や ASEAN枠組みの遵守といった「原則」を掲げ
つつも両国関係が領海問題に縛られることの不利益を指摘し、海底資源開発など共通の利
益の追求を模索する。またﾐンダナオ島との関係の深化や人的交流等、中国からのソフトパ
ワー発信はフィリピン国民の対中感情を意識したものであろう。そして翌年の「一帯一路
フォーラム」へのフィリピンの出席も確約された。この共同宣言は中国による「一帯一路
政策」へのフィリピンの取り込みを印象付けたものだが、単にそれだけでなく中国の東南
アジアでのプレゼンスの拡大と日米の影響力の低下を象徴する効果を持つものであったと
いえよう。
さらにこの共同宣言に付属して 29のMOUが交わされ、以下のような具体的なプロジェ
クトの内容が掲げられているところも注目に値する 45。以下は 29のMOUをカテゴリごと
に分類したものである。

1． 一帯一路構想の枠組みでの中比協力
2． 南シナ海における石油・ガス開発協力、および天然資源開発に関する調査協力
3． 中比両政府各省庁間交流
 フィリピン外交省研修所と中国外交学院との協力、文化教育交流、情報通信技術に
関する協力、農業農村開発・組合および検疫に関する協力

4． フィリピンのインフラ整備
 クラーク基地跡地開発その他 BCDAプロジェクト、パナイ島－ギマラス島－ネグロ
ス島間橋梁建設、ダバオ（高速道路・橋梁）およびマラウィ地域インフラ整備プロ
ジェクト、新世紀水源カリワダム計画、フィリピン国鉄長距離路線建設プロジェク
ト、その他経済技術協力

5． 金融協力
 緊急時金融支援、人道支援、人民元決済制度の構築、人民元－フィリピンペソ為替
 市場の創設、パンダ債発行、中国工商銀行マニラ支店の営業許可

2010年以降に中比貿易額が加速度的に拡大する一方で、中国からのフィリピン国内開発
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のための関与はなかなか増大してこなかった。しかしドゥテルテ政権 3年目に発表された
この共同宣言と 29のMOUによって、ようやく「国家安全保障」や「国益」の概念に基づ
き「BBB計画」を進めたいというドゥテルテ政権の思惑と中国側の「一帯一路政策」とが
具体的に結びつき稼働し始めたといえる 46。このMOUのうち 2018年度までに実現したの
は 2018年度 NEDA報告書にあるプロジェクト（表 2）に限られるが、今後さらに増えてい
くものと思われる。
フィリピン経済への中国資本の浸透を促進させるMOUに対して、フィリピン国内か
らはとくに天然資源と情報技術に関する分野への懸念が高まった。天然資源についての
MOUとは、中比両国の国有企業による南シナ海海底の石油・ガス資源共同開発を目指し
たものであり、その背景には 2020年代末に枯渇が予測されるマニラ首都圏の電力源の代替
や、フィリピン国内の未電化地域の 100%電化のための資源を確保したいというフィリピ
ン政府の思惑がある。しかし国内からは、このMOUが天然資源の開発を国内資本に限定
するフィリピン憲法に抵触するとして反発が出ている 47。また情報通信技術面での中比共
同事業に関するMOUも、インターネット利用環境の点でフィリピンが諸外国に著しく劣
るという状況を踏まえて環境整備と次世代 5G通信網拡大を目的としたものであり、具体
的には中国電信集団公司（China Telecom）とミンダナオのミスラテル社（Mindanao Islamic 
Telephone Company, Inc., Mislatel）が選出された 48。しかしこれに対しても野党議員らはサ
イバーセキュリティの観点から通信事業への中国資本の導入に反対の声を上げた 49。
しかし天然資源や情報など安全保障にもかかわる分野への中国の進出に対する国内の懸
念とは裏腹に、政権側は特段問題視せず、むしろこれらの事業がフィリピン国民にとって
の利益となることを主張している。事実、ドゥテルテ政権の BBB計画を推進するには中国
からの資本導入は不可欠である。そして国内平和と繁栄のための開発を進めること自体が
「国家安全保障」の根幹にあると考える同政権にとって、共同宣言が述べたように「南シナ
海問題のみが両国関係のすべてではない」という姿勢で対中関係を構築するほかにないと
思われる。

5．最近の南シナ海情勢と比米軍事関係
しかしドゥテルテ政権下での中比経済関係の加速度的な深化とは裏腹に、南シナ海での
衝突は続いており、むしろ中国の軍事拠点建設活動や海上での軍事行動はさらに活発化し
ている。2018年 12月にフィリピンが実効支配する 9島のうち最大のチツ島（フィリピン
名パグアサ島）への滑走路拡充工事を開始すると（写真 1）、中国は近くのスビ礁から人民
解放軍や沿岸警備隊の船舶を含む多数の船舶を派遣してフィリピンを牽制する動きに出た
（写真 2）50。
またフィリピン政府はチツ島以外のフィリピン支配下の島嶼にも灯台の建設や改修を進
めてきたが、ロレンザナ国防長官によると中国政府はこうした改修工事も「やめるように」
と要請してきたという。2019年 4月にドゥテルテ大統領が中国での「一帯一路フォーラム」
に参加した際にも、習近平主席との二者会談においてチツ島を中国船が包囲していること
に対して不満を述べたが、習は「中比両国の相互信頼関係に影響を及ぼさないよう」「問題
を二か国間で交渉すべき」であり「解決可能である」ことを強調した。そして両者は（「一
帯一路」の下での）経済協力をさらに推進することを約束し、双方に利益をもたらす開発
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プロジェクトを領海問題によって阻害しないようにすべきであることを確認した。しかし
フィリピン国内では中国の軍事行動に対して不満の声が高まり、中国大使館前で連日デモ
活動が行われる状況であった 51。さらに 6月にはフィリピンのロクシン外相が国連総会で、
中国漁船がフィリピン漁船とフィリピンの EEZ内で対立し 22名のフィリピン漁師を置き
去りにしたことを非難するなど、2019年をとおして南シナ海をめぐる中比間の対立は悪化
しつつある。このような状況下でフィリピンが「唯一最大の同盟国」とするアメリカとい

写真1

写真2
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かなる軍事協力を行っているのかを、以下で概観する。

（1）比米合同軍事演習
比米間の軍事協力関係のうち最も重要なものは、比米相互防衛条約および VFAと EDCA
に基づき毎年実施されている合同軍事演習である。ドゥテルテ大統領は就任直後の 2016
年 9月に（比米合同軍事演習は）「今年で最後だ」とぶち上げるなど、対米軍事関係の縮
小を図るかのような言動を繰り返したが、それとは裏腹にフィリピンの国防長官や外務長
官を含め閣僚らは、おおむね皆アメリカとの堅固な関係は不変であると主張し続けてきた。
2020年 1月までの状況を見ると南シナ海の状況に合わせて比米間の合同軍事演習はより拡
充されてきているように思われる。合同軍事演習のうち最大規模のものは 20年の伝統があ
るバリカタン（Balikatan, タガログ語で shoulder-to-shoulderの意）であるが、その趣旨は主
としてミンダナオその他貧困地域への開発や人道支援および国内の対テロ掃討作戦を中心
とした活動であったことから、2016年 11月にドゥテルテは「戦争を想定した演習を除い
て」バリカタンを継続することを許可した。これは中国を意識してのことであると大統領
自身も語っている。その後もバリカタンは毎年 4～ 5月頃に 1~2週間程度実施されており、
2018年には戦闘を想定した演習が一部復活した。さらに 2019年 4月には 2015年以来の大
規模なバリカタンが実施されてフィリピン国軍兵士 4000名と米軍兵士 3500名のほか、オー
ストラリア軍からも 50名が参加して「海洋安全保障」のための訓練を前面に押し出した演
習を「中国を標的としない」という名目のもとに行った 52。本来開発協力や対テロ戦争な
ど国内向けに開始されたバリカタンは、2018年、2019年とその規模・内容とも拡充され、
より対外的な安全保障のための訓練という意味合いを帯びつつある。
バリカタン以外でも水陸両用作戦の訓練を行う PHIBLEX（Philippine Amphibious Landing 

Exercise）が長年継続されているほか、2017年から海上訓練サマサマ（Maritime Training 
Activity Sama Sama; sama sama は “together”の意）とカマンダグ（KAMANDAG, Cooperation 
of the Warriors of the Sea の意）も開始された。日本の自衛隊も 2018年 10月のカマンダグ
2に参加して戦後初めてフィリピンに戦闘用車両を上陸させたほか、2019年にはMTA サ
マサマとカマンダグ 3に参加している。10月のカマンダグ 3は米軍 1400名とフィリピン
国軍から 900名、日本の自衛隊から 100名が参加する大規模な演習となった 53。さらにこ
れら以外にも 2019年だけでも 5月に比米日印 4カ国合同の ADMMプラスMSFTE、比米
2国間の「太平洋パートナーシップの誇り」（Pride of the Pacifi c Partnership）、多国間の環太
平洋合同演習（Rim of the Pacifi c Exercise, リムパック）や東南アジア協力訓練シーキャット
（Southeast Asia Cooperation and Training, SEACAT）や CARAT（Cooperation Afl oat Readiness 
and Training）など多数の合同軍事演習が実施されている 54。
これらの軍事演習を見ると、中国の南シナ海での軍拡に対して明らかにフィリピン側も
危機感を抱き、アメリカと協力して中国を牽制するための合同軍事演習を強化してきたと
いえる。

（2）「航行の自由」（FON）作戦
合同軍事演習に加えてフィリピンが海洋安全保障上の頼みとしてきたのは、米軍が南シ
ナ海海域で実施する FON作戦である。オバマ政権は中国の南シナ海進出に対して一時期慎
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重な姿勢をとっていたが、2010年代半ば頃から南シナ海での中国の埋立や軍事施設建設活
動が著しく活発化し、2015年 2月にその衛星写真が報道されて周辺諸国に衝撃を与えるに
至ると、明確に懸念を表明し始めた。2015年の間にカーター国防長官やハリス太平洋軍司
令官、さらにはオバマ大統領自身が国際会議や米中首脳会談で中国に対し「危険な政策」「重
大な懸念」といった強い言葉で非難するようになった。これに対して中国側が激しい言葉
で反応すると、アメリカ側は 2015年後半から FONを定期的に実施するようになった。各
報道機関や米軍の報道によると 2015年から 2017年にかけては少なくとも年 4回、2018年
には 5回の頻度で、南沙諸島スビ礁、ファイアリークロス礁、ミスチーフ礁、中沙諸島ス
カボロー礁、パラセル諸島トリトン島、その他各海域で FON作戦の名のもとに海上パトロー
ルを実施した 55。さらに 2019年には上述のとおりフィリピンが実効支配するチツ島を中国
船が包囲し中比間の緊張が高まった状況を受け、7月には比米間で「二国間戦略対話」が
開催され、同盟関係をさらに充実させることも合意された。これは前月の 6月 1日に国防
総省が発表した「インド太平洋戦略報告書」に基づき、二国間および多国間の経済・安全
保障・海洋問題での協力体制の構築を目指す政策の一環である。そして FON作戦も 2019
年にはその規模、内容、回数ともさらに拡充され、1月、5月に 2回、8月、9月、11月と、
11月までに少なくとも 6回実施された 56。
以上のようにトランプ政権発足以降、アメリカの南シナ海海域における行動はより積極
化し、比米軍事協力もさらに緊密化してきたことは事実である。

（3）デ・リマ問題と VFA撤廃の危機
ところがこうした比米間の軍事協力に対して、別の問題が暗雲をもたらしている。人権
活動家・弁護士でアキノ政権下で司法長官であったレイラ・デ・リマ上院議員はフィリピ
ン上院人権委員会においてドゥテルテ政権に対する痛烈な批判を繰り返していたが、2017
年 2月、麻薬取締法違反の嫌疑でおそらくは不当に逮捕され、2020年 1月現在いまだ収
監されたままである。これに対してアムネスティ・インターナショナルや ASEAN人権委
員会がデ・リマの即時解放を主張してきたが、アメリカでも非難の動きが強まっている。
2019年 12月 20日、アメリカ議会は翌年度の予算案審議に際し、デ・リマ上院議員への弾
圧に関わるフィリピン政府関係者に対してアメリカへの入国を拒否する権限を国務長官に
付与するという条項を予算案に付加して承認し、トランプ大統領の署名を得た。またアメ
リカ連邦下院議会において 2019年 4月、上院では 2020年 1月 8日、デ・リマ上院議員へ
の人権侵害に関してフィリピン政府非難決議が採択され、同様のアメリカへの入国制限を
定めた。これに対してドゥテルテ政権側はフィリピンに対する主権侵害であると非難し、
同決議のスポンサーとなった 3名の米上院議員に対して、2019年 12月、逆にフィリピン
への入国ヴィザ発給を拒否した。57

また 3月にラスベガスで開催される ASEAN-US会議にトランプ大統領が正式にドゥテル
テ大統領を招待したものの、ドゥテルテ大統領はヴィザを拒否されることを嫌って出席を
辞退した。さらにフィリピンのロナルド・“バト “・デラ・ロサ上院議員が 1月 22日、ア
メリカ国務省にヴィザ発給を拒否されたことを公表すると、ドゥテルテ大統領は主権侵害
であるとして激怒し、VFA破棄の意向を発表して比米両国に論争を起こした。2月 10日に
はフィリピン上院が VFA破棄再考を大統領に要求する決議を反対票なし（デラ・ロサ議員
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のみ棄権）で採択したにもかかわらず、翌日、フィリピン外務省は大統領の指示を受けて
在比アメリカ大使館に正式にVFAの破棄を通告した。破棄通告は 180日間後に発効するが、
VFAが撤廃されれば VFAを拡充するための EDCAも無効となり、米軍がフィリピンに寄
港・滞在することは困難になる。なお 2020年 2月 15日現在、アメリカのトランプ大統領
は VFA撤廃をアメリカ側の財政支出削減になるとして歓迎しているが、国務省・国防総省・
在比アメリカ大使館のいずれもが危機感を表明している。58

上院議員個人へのヴィザ発給拒否を VFA撤廃の根拠とするのは、一部の有識者の間で厳
しく評されているように、「ドゥテルテ大統領の『中国への転向』を弁明する方便」であろ
う。しかもデラ・ロサ自身も自分のヴィザ問題が大問題への引き金となり、困惑している
状況である。では VFA撤廃はフィリピンにとって利益となるのか。フィリピン上院議会が
1991年に比米軍事基地協定を撤廃し「米軍を追い出した」際も、戦略的ニーズよりもポス
ト・マルコス期のナショナリズムが大きく作用した側面がある。VFAはその後国防能力に
欠けるフィリピン政府・議会の側が米軍の再訪を求めた結果であり、フィリピン上院での
批准決議を経て成立した。ゆえに VFA撤廃の是非を上院に諮るべきであるという主張も強
い。アメリカにとってはVFA撤廃は戦略的に損失ではあろうが、インド太平洋地域ではフィ
リピン以外の多くの国とも協力関係を結んでいることを考えれば、南シナ海での FONの継
続は可能であろう。他方でフィリピンにとっては VFAが撤廃されればバリカタンなど開発
協力やテロ対策目的の国内での合同軍事演習（もしくは「軍事演習」という名のアメリカ
の援助活動）も実施できなくなり、非常に大きな損失となることは明らかである。しかも
有事の際にアメリカの関与を得るための法的根拠は同盟関係の根幹である相互防衛条約の
みとなるが、それも米軍の即時出動を約束しているわけではなく、「双方の憲法上の手続き
に則って」対応すると規定されているだけである。地位協定の役割を果たす VFAが撤廃さ
れれば、相互防衛条約は単なる「ペーパー条約」となる恐れがある。

6．フィリピン世論調査 2018-2019年
以上、ドゥテルテ政権の対外関係と国益認識を検討してきたが、以下ではフィリピン世
論の動向を概観する。なお「合計信頼度」「合計支持率」のように「合計」とある場合には、
「信頼する、支持する」割合から「信頼しない、支持しない」割合を引いた数字であるため、

30～ 50%は「良好」、50%を超えると「大変良好」な指標であると見なされる。
まず主要外国に対する合計信頼度（図 4）59では、フィリピン国民のアメリカへの高い信
頼感が続いていることがわかる。毎回の調査のたびに世論の 10%前後が「信頼していない」
と答えるものの、7～ 8割程度の人々が「大変信頼している」と回答し、合計支持率とし
ては 6～ 7割という高さである。日本とオーストラリアに対する信頼度も概ね良好である。
しかし中国への信頼度は南シナ海への中国進出が著しくなった 2010年ごろから急激に悪化
し、アキノ政権期には著しく低下した。現在は当時よりは多少改善されたものの、依然と
してマイナス（「信頼しない」が「信頼する」を上回る）の世論である。この背景には南
シナ海問題での対立のほか（図 5，6）60、増大しつつある中国の経済的なプレゼンスに対
する不安感の高まりがある（図 7）61。すなわち積極的に中国資本を導入しようとしている
政権側と国民の間には対中認識にかなりのギャップがあるといえよう。一方でドゥテルテ
大統領がアメリカによるフィリピン防衛へのコミットメントに疑義を持っているのに対し
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て、アメリカが防衛してくれることを信じている国民は 6割に上る（図 8）62。このような
対米友好感情を反映してか、中国よりもアメリカとの関係のほうが重要であると答える割
合のほうが圧倒的に高い（図 9）63。またこうした対米好感情の背景には、近年のアメリカ
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への移民の急増も指摘できよう。
しかし対外関係や対中国認識で政権と国民の間にギャップが存在しているにもかかわ
らず、ドゥテルテ大統領と政権に対する国民の支持率は依然として非常に高い（図 10）。
1986年のピープル・パワーのあとコラソン・アキノ政権から開始されたこの世論調査では、
アロヨ政権までの過去の政権への合計支持率は、30%を上回ることはほとんどなく、特に
アロヨ政権の支持率は著しく低かった。アキノ三世前政権では支持率が大幅に好転したが、
ドゥテルテ政権はさらに高い支持率を維持している（図 11）。政策的にも 2018年との比較
でみると、戒厳令や麻薬撲滅対策では超法規的殺人等の人権侵害が多くあると認識する人
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が 75%に上る一方で（図 12）64、貧困対策や国内開発、テロとの戦い等ではおおむね高い
支持を得ている（図 13）65。
これらの世論調査からは、国民の多くがドゥテルテ大統領および政権の非人道的な麻薬
撲滅作戦やテロ対策の非人道的な面に対しては批判的で、中国の経済浸透に対しては懸念
を持ちながらも、基本的には大統領の国内政策によって治安が安定し経済発展が続いてい
ることを支持する傾向が非常に強いと判断できる。そしてそのためには領土問題には不安
を抱えつつも中国との良好な関係構築は不可欠と考えているのであろう。ただし外交政策
と南シナ海政策への支持率が他への支持率よりも低く 5割超にとどまり、「不明・未回答」
が増えていることから、積極的支持というよりはフィリピン国民の複雑な心境が表れてい
ると見ることができよう。

31%

30%

30%

6%

3%

図8 フィリピン有事の際にアメリカはフィリピン

を防衛すると信じているか（2018年6月）

強く信じている まあ信じている わからない

あまり信じていない まったく信じていない
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むすびにかえて
本論文ではドゥテルテ政権前までのフィリピンの対外関係を踏まえたうえでドゥテルテ
政権の考える「国家安全保障」観を分析し、ドゥテルテ政権下のフィリピンがどのような
国家建設を目指していかなる外交関係を模索しているのかを検討した。
ロドリゴ・ロア・ドゥテルテが大統領に就任した 2016年は、フィリピンを取り巻く経済
および安全保障環境が大きく変化しつつある時期であった。南シナ海における領有権問題
は以前から存在していたものの、2010年代から中国が埋立や軍事施設建設活動を著しく活
発化させて国際社会の懸念を高めた。南シナ海仲裁裁判ではフィリピンが勝利したものの、
中国はこれを無視した。他方、フィリピンと中国との通商関係も 2010年代に著しく拡大し

図11　歴代のフィリピン政権に対する国民の合計支持率
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ており、前政権が軌道に乗せた経済成長を継続させ国内のインフラ整備や貧困対策を推進
するためには、中国からも多くの経済援助や投資が期待される状況であった。
こうした状況のもとで発足したドゥテルテ政権は、フィリピンの「国家安全保障」の最
大の規定要因として国内の政治的社会的安定と経済繁栄を掲げ、国内鎮圧や公共の安全、
そして国民生活の向上のための対策を最優先する政策を推進しつつある。南シナ海領有権
問題については「国家安全保障戦略」全体のなかでこれを相対化し、中国との衝突を避け
つつフィリピンの国益を最大化し BBB計画を推進するために良好な中比関係を構築するこ
とを優先してきた。2016年仲裁裁定を原則的に維持する立場をとりつつも、実質的には棚
上げして中国からの投資や援助を引き出すために、友好関係を維持しつつ海洋の共同開発
やフィリピン漁業の安全を図ることで国民の理解を得ようとしてきたのである。その結果、
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2018年以降は中国のフィリピンへの ODAや直接投資も拡大したが、これは同年の中比共
同宣言や多数のMOUにも見られるとおり、中比双方が望んだことであった。
ドゥテルテ大統領の「中国への転向」（China Pivot）とも評されるこのような対中接近姿
勢は、フィリピンの親米反中派からは批判されるが、政権の目指す国家目標や経済関係、
アジア太平洋地域の国際情勢を考えれば理解できよう。
他方で、長年の盟友であるアメリカとの関係も、ドゥテルテ大統領の就任直後の反米的
なレトリックは際立って国際社会の注目を浴びたものの、実際には閣僚らによって穏健化
され、従来から大きく外れるものではなかった。輸出入ではアメリカは依然としてフィリ
ピンの主要相手国であるし、災害時にはまずアメリカからの支援が投入される。2017年前
半こそ合同軍事演習が若干縮小されたが、南シナ海における中国の軍事活動を前に、2018
年度以降はむしろ比米間の軍事協力関係は強化され、合同軍事演習の回数、規模、内容と
もこの 2年間で拡充されつつある。フィリピンは国防面ではアメリカに依存せざるを得な
いのである。しかしフィリピンの主権国家としての尊厳にこだわるドゥテルテ大統領は、
彼自身の国内政策に対するアメリカからの批判を嫌い、介入されると著しく反発する傾向
がある。2020年 1月下旬からフィリピンの人権状況へのアメリカの介入を契機に VFA撤
廃問題が浮上しているが、それに対するフィリピン内外の懸念は大きい。そうした不安定
要素を考慮すると、今後の比米関係もドゥテルテ個人の一存や 2022年大統領選挙の結果
（フィリピンでは二選はない）に左右される可能性がある。
フィリピン国民のドゥテルテ政権に対する支持率は極めて高い。南シナ海問題への対応
や人権問題に関しては政策への不満が高く、また対外認識においても国民の間では圧倒的
に親米派が多く中国に対する脅威認識が強い。にもかかわらず大統領および政権に対して
高い支持率が維持されていることの背景には、堅調なフィリピン経済の発展とそれを支え
るドゥテルテ政権の開発推進政策、そして犯罪が現実に減少し安全な社会になりつつある
という国民の実感がある。

2020年 1月で政権発足から 3年 7カ月が経過したが、おそらく残りの 2年余の任期中
（大統領任期は 6年 1期のみ）も米中それぞれとの関係の中で得られる利益を最大化し、

ASEAN諸国や日豪など近隣諸国との良好な関係の維持をはかりながら『NSS 2018』に掲
げた政策を追求していくものと思われる。
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国家安全保障アジェンダ 12カ条
第 1条 公共の安全の保障、グッド・ガバナンスの実現（行動計画 30項目）

・テロ活動、反政府活動、転覆活動への対策　　・超国家犯罪対策
・公共の安全、法の徹底、人権擁護　　・ガバナンスの向上

第 2条 健康上の脅威の縮小（行動計画 12項目）
・健康と栄養に関する脅威への対処　　・不法麻薬対策

第 3条 ダイナミックで持続可能な経済（行動計画 7項目）
・私企業、外国企業、軍部の連携による戦略的産業分野の強化
・都市機能の分散と成長センターの創造　　・教育改革、科学技術能力向上

第 4条 食料と水の安全保障（行動計画 12項目）
・食料安全保障、農業改革、灌漑整備　
・水の安全保障、水資源管理、先住民の権利保護、環境保全

第 5条 国家主権の維持と領土保全（行動計画 5項目）
・抑止力と自衛力の向上　　・外国軍隊、外交使節との関係拡大
・ 海上での国境を接する国、海洋の利益を共有する国との協力関係および平和的アプロー
チの強化
・二国間、地域的、グローバルメカニズムの強化、法の支配、紛争の平和的解決
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